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要  旨 

 

2019 年には働き方改革関連法として過重労働を抑制するための時間外労働の上限規制

が設けられたが、長時間労働を始めとする働き方とメンタルヘルスの関係についての

厳密な検証は国内外を通じて必ずしも十分に蓄積されていない。本稿では、働き方と

メンタルヘルスに関する先行研究を概観し、そこにみられる課題を指摘したのちに、

某製造業企業の勤怠データを用いて働き方とメンタルヘルスとの関係を検証した Sato, 

Kuroda and Owan(2020)を紹介する。同論文は、測定誤差やサンプル脱落が少ない人

事パネルデータを用いていることが特徴である。観測不能な個人属性を考慮した上で、

4種類の働き方の指標（①残業時間、②深夜勤務時間、③短い勤務間インターバルの頻

度、④週末勤務の頻度）とメンタルヘルスの関係を検証した。分析結果は、残業時間

だけでなく、職種間の働き方の違いに合った適切な指標を併せ用いて長時間労働を是

正していくことの重要性を示唆している。 
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1.はじめに 

 1980 年代末以降、わが国では過重労働によるメンタルヘルスの悪化が問題となり、様々

な政府の対策が実施されてきた 1。2000 年代以降も、職場の心の健康に関する指針（2006 年

公表、2015 年改訂）や、労働安全衛生法改正（2015 年施行）による職場のストレスチェッ

クの義務化、時間外労働の罰則付き上限規制（労働基準法改正、2019 年施行）など、過重労

働を抑制し、職場における心の健康を確保するための施策が次々と実施されている。ただし、

長時間労働を始めとする働き方とメンタルヘルスの関係についての厳密な検証は国内外を

通じて必ずしも十分に蓄積されてきているわけではない。そこで本稿では、働き方、及び休

息の取り方と労働者のメンタルヘルスとの関係について、先行研究を包括的に整理した上

で、某大手製造業企業から提供を受けた勤怠データを用いて、筆者らが行った労働時間とメ

ンタルヘルスの分析結果を紹介する。そして最後に、働き方改革関連法によって導入された

過重労働抑制のための施策についての示唆を提示する。 

経済学では健康は人的資本の一部として位置付けられ、労働者の健康は生産性との関連

で検討されることが多い（黒田 2018）。長時間労働と生産性の関係を検討した DeVaro and 

Pencavel (2016)や Pencavel (2015)は、限界生産性は労働時間の長さによって異なり、両者は

非線形の関係にあることを理論モデルと実証分析によって明らかにしている。つまり、ある

一定の労働時間数までは労働時間が増加するほど限界生産性が向上するが、それを超える

と低下する。このような関係を示す要因の 1 つに、長時間労働により心身の健康が毀損され

た結果、生産性が低下するという経路が考えられる。企業は健康管理に関する施策の実施な

ど、健康資本投資を行うことによって人的資本である健康ストックの摩耗を防ぎ、将来の生

産活動に使う時間を増やすことが可能となる (黒田 2018)。企業の健康資本投資が過小であ

る場合、疾患を持つ労働者の数が多くなると考えられるが、現在の日本では、メンタルヘル

スに問題を抱える人々の統計データはどのような状況になっているだろうか。 

 図 1 に示す通り、日本における近年の精神疾患の労災補償の推移については、2000 年か

ら 2012 年にかけて請求件数、支給決定件数共に増加し、以降は高止まり（請求件数は 2012

年以降も増加傾向）の傾向が続いている。厚生労働省の「患者調査」においても、躁うつ病

を含む気分障害の総患者数（入院患者数＋外来患者数）は 1999 年時点では 441 千人であっ

たのが、2017 年には 1,276 千人にものぼり、18 年間で大幅に増加している。同じく厚生労

働省の「国民生活基礎調査」では、悩みやストレスが「有る」と回答した人の割合は 1995

年には 40.4%であったのが、2016 年には 47.7%と増加している。これらの背景には、労災認

定基準の改訂、裁判で長時間労働と精神疾患の因果関係が認められ、労働者よりの判決が続

いたこと (黒田・山本 2014) や、メンタルヘルス疾患であることの開示をタブーとする社

会規範が変化したことによる影響などが関係していることもある。しかし、それだけではな

く、様々な政府の施策が講じられてきてもなお、依然として日本は先進諸国の中でも長時間

                                                   
1  メンタルヘルスに関する国の施策の変遷については、こころの耳の HP を参照

（https://kokoro.mhlw.go.jp/guideline/guideline-mental-health/）。 
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労働の状態が続いており (厚生労働省 2015)、過重労働を始めとする大きな負荷が労働者に

かかっている状況を反映している可能性もある。働き方改革関連法が施行される以前の日

本の労働時間規制は、労働基準法により時間外・休日労働に関する協定届（36 協定）で締

結できる時間外労働の上限は月 45 時間以内、かつ年 360 時間以内と定められていた。しか

し、罰則等はないため、労使が合意して特別条項を設けることで制限無く時間外労働をさせ

ることが可能であった。2019 年 4 月に実施された働き方改革関連法では、このような点を

踏まえて時間外労働の上限を罰則付き規制とし、法による強制力を持たせることで長時間

労働を是正することが期待されている。 

 一方で、過重労働防止の観点からは労働時間の総量を是正するだけでは十分ではなく、就

業曜日や時間帯といった「いつ働くか」という側面に注目することも重要である（高見 

2016）。また、近年では、労働者の健康確保・職業性疾病対策の１つとして、労働時間の管

理だけでなく、効果的な疲労回復につながる「休み方」の重要性も指摘されている(高橋 2017、

島津 20172)。働き方改革関連法では、労働時間の上限規制だけでなく、有給休暇 5 日の時

季指定も盛り込まれているほか、労働者の休息の確保を目的とした勤務間インターバル規

制の導入が推奨されており（濱口 2015）、労働者の健康確保の観点でこのような施策の有効

性について更なる検証が求められている。 

 本稿は、労働者の健康と密接な関連が指摘される、長時間労働、深夜勤務、勤務間インタ

ーバル、土日勤務という働き方の 4 つの指標に注目し、メンタルヘルスにどのような影響が

あるのかについて、先行研究の整理及び筆者らの実証研究を通じて明らかにする。働き方と

メンタルヘルスとの関連については、これまでに多くのエビデンスが主に疫学や精神医学、

産業心理学などの分野で蓄積されてきた。しかし、働き方とメンタルヘルスとの関係には内

生性があるため、結果の解釈には注意を要するものが多い。また、先行研究では回答者によ

る主観的な労働時間のデータを使ったものも多く、記憶違いなどの測定誤差バイアスの問

題も無視できない。さらに、これまでの研究では長時間労働がメンタルヘルスへ及ぼす影響

や、深夜労働とメンタルヘルスとの関係など、個別の切り口からメンタルヘルスへの影響を

検証しているものが多く、例えば、平日の残業と休日勤務のどちらがどれだけメンタルヘル

スへの影響が大きいのかといった、働く長さや時間帯、曜日などを比較した包括的な検証を

行ったものは少ない。これらの課題を踏まえ、本稿では 1 社の日本企業から提供をうけた労

働者の勤怠データを含む人事パネルデータを用いて、どのような働き方が従業員のメンタ

ルヘルスに悪影響となりうるかを分析した検証結果を紹介する。 

 本稿の構成は以下の通りである。次節では働き方・休み方がメンタルヘルスの不調にどの

ようにつながるのかについて、メカニズムを中心に先行研究を整理する。3 節では両者の関

連を検証した実証研究についてこれまで明らかになっていることと課題を整理する。4 節で

                                                   
2 高橋(2017)は、健康で働きがいを持って働くためには、働く時間の過ごし方だけでなく働いて

いない時間の活動も見直すことが重要であり、特に睡眠の確保が健康のためには不可欠である

と主張する。 
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は筆者らが行った人事データを用いた実証研究の紹介を行う。最後の 5 節では筆者らの研

究から得られた知見を元に、働き方改革関連法に盛り込まれた労働時間規制について若干

の考察を行う。 

 

 
2. 働き方・休み方とメンタルヘルスについての先行研究レビュー（メカニズム編） 

 働き方がどのようにメンタルヘルスをはじめとした心身の健康を悪化させるのか、その

メカニズムについては様々な観点から説明がなされてきた。本節では最初に働き方と健康

の関係についての代表的なモデルである仕事の要求度-資源モデルを紹介する。そして、深

夜や週末などの標準的ではない時間帯や曜日に働くことが労働者の健康にどのように影響

するのかについて、生理学的、心理社会的両面からのアプローチを紹介する。 

 

(1)  仕事の要求度-資源モデル 

 職業性ストレスの原因と心身の健康の関係を表わしたモデルには、仕事の要求度―コン

トロールモデル（Karasek 1979）、努力報酬不均衡モデル（Siegrist、1996）、仕事の要求度-資

源モデル（Demerouti et al. 2001）などがあるが、ここでは労働時間との関係でしばしば使わ

れる仕事の要求度-資源モデル(JD-R モデル)を用いた説明を試みる。仕事の要求度には幅広

い要素が含まれており、仕事や時間のプレッシャー、仕事の責任の重さなど仕事の質的・量

的な負荷や、シフト勤務などの負担のかかる働き方などが挙げられる。また、仕事の資源の

内容は仕事の自律性、社会的支援、上司からのフィードバックなどが含まれる(Schaufeli and 

Taris 2014)。JD-R モデルでは、仕事の要求度の高さから労働者がバーンアウト（燃え尽き）

してしまい、抑うつや精神疾患などの健康問題につながると説明するが、この際、仕事の資

源があれば仕事の要求度のネガティブな影響を緩和することができる(Demerouti et al. 2001, 

Schaufeli and Bakker 2004)と考える。このモデルを働き方とメンタルヘルスの関係に適用す

ると、まず、過大な仕事量や時間のプレッシャー、深夜勤務シフトの必要性など、仕事の要

求が高い場合に長時間労働や深夜勤務、土日の出勤が発生する。一方で、このような状況で

は労働者自身の仕事のコントロールできる程度が少なく、更に上司や同僚からのサポート

も得られない場合は、仕事の資源に乏しいため労働者がストレスから回復するのが困難に

なり、疲労が蓄積すると考えられる。 

 

(2) 深夜労働、体内時計リズムと睡眠 

 サービス産業の成長等による生活時間の変化により、深夜労働に対する需要は増加して

きた(Johnson and Lipscomb, 2006)。しかし、深夜に働くことは労働者の健康と生活について

生理学的な側面と社会的な側面の両面から悪影響を及ぼす。生理学的な側面では、通常は就

寝しているはずの深夜に活動して強い光を浴びることなどにより、睡眠を司る体内時計の

リズムの攪乱を引き起こし (Chang et al. 2015, Gooley et al. 2011, Biovin and Boudreau 2014)、
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良質な睡眠が得られなくなる可能性がある(高橋 2017)。短時間睡眠や質の低い睡眠は心臓

病などの身体疾患と関連するだけでなく、認知機能低下や自殺が起こりやすくなるなど精

神面への影響も指摘されている（Chen et al. 2016, Kodaka et al. 2014, Woosley et al. 2016）。ま

た、社会的な側面では、夜や深夜に働くことで家族や友人と過ごす時間が減少し、社会的な

孤立につながりやすい(Costa 1996)。 

 日々の睡眠時間を確保するための有効な対策の 1 つとして挙げられるのが勤務間インタ

ーバル制度である。この制度は働き方改革関連法では努力義務として導入されたが、その源

流は EU 労働時間指令にある(濱口 2015)。EU 労働時間指令では、事業主に対して 24 時間

につき最低連続 11 時間の休息時間を労働者に付与することを求めているが、11 時間という

数値については科学的な根拠に乏しいとも指摘されている（久保 2017）。しかしながら、上

述の通り短時間睡眠は様々な身体疾患や精神疾患と関連することが報告されており、働く

中で日々の休息を十分取ることは労働者の心身の健康にとっては重要である。労働者が疲

労を回復させるために必要な日々の休息時間はどの程度なのか、実証的な知見を積み重ね

ることが今後必要であろう。 

 

(3) 週末の休息の意義 

 労働者の健康の観点からは、週末の休息は仕事のストレスから回復するための重要な機

会として位置付けられる(Fritz and Sonnentag, 2005)。これは、週末は仕事の要求から解放さ

れ、かつ、自分の好きなことに時間を使うことができるためである(Binnewies et al. 2000)。

Westman and Eden (1997)によれば、余暇時間にリラックスや、家族や友人と過ごす時間を持

つこと、日常とは異なった活動をすることなどによって、仕事のストレスによって低下した

個人の心理社会的な資源が回復する 3。週末は多くの人にとって共通の休日であるため、レ

ジャーや社会活動、娯楽などを通じた心理社会的資源の再構築の機会が平日よりも多い

(Drach-Zahavy and Marzuq 2012)。Zeytinoglu and Cooke(2006)は週末労働は家族との時間や友

人、地域コミュニティにおける社交の時間を阻害するため、労働者個人の生活にとって有害

であると指摘する。以上より、週末の余暇時間が労働によって奪われることは、心身の疲労

回復の機会だけでなく、社会活動を通じた心理的な回復の機会を喪失することになるため、

これが積み重なることでメンタルヘルスの悪化につながると考えられる。 

 なお、週末労働が及ぼす影響を検討する際には、メンタルヘルスには主として以下の 2 つ

のケースが考えられる。1 つは、本来であれば休日であるはずの週末を返上して 1 週間休み

なしで働き続ける場合である。通常は週末が休みである人々が、繁忙期などの理由で週末に

休日出勤するケースなどが想定される。もう 1 つは週末に働くが平日に休みを取得してい

                                                   
3 産業心理学の分野では、仕事のストレスによって消費された心理社会的資源を元に水準に回復

させるための活動は「リカバリー経験」と呼ばれる。リカバリー経験には、「心理的距離」（仕事

から物理的・精神的に離れており、仕事のことを考えない状態）、「リラックス」（心身の活動量

を意図的に低減させている状態）、「熟達」（自己啓発を行うこと）、「コントロール」（余暇時間に

自分の行動を自分で決められること）の 4 種類がある(島津 2017)。 
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る場合である。医療従事者や宿泊・飲食などのサービス業、シフト勤務の工場労働者などに

見られるケースである。前者のケースではまとまった休息時間が取れないという生理学的

側面での影響と、多くの人が休む週末に働くことによる社会的側面での影響が共に含まれ

る。後者のケースでは、他の曜日に休息をとることができているという意味で、多くの人が

休む週末に働くことのメンタルヘルスへの影響を見ることになる。この点については、3-3

節の実証研究の紹介の部分で再び言及する。 

 

3. 働き方・休み方とメンタルヘルスについての先行研究レビュー（実証編） 

 
(1) 長時間労働とメンタルヘルス 

 本節では働き方とメンタルヘルスの関係について蓄積されてきたエビデンスについて整

理する。長時間労働とメンタルヘルスの関係については、例えば、Van der Hulst (2003)、 Fujino 

et al. (2006)、Bannai and Tamakoshi (2014)、Virtanen et al.(2018)などが挙げられる。Fujino et al. 

(2006)は、レビューした 17 本の論文のうち、7 本において長時間労働とメンタルヘルスに統

計的に有意な関連が見られた一方、残りの 10 本については関係性が見いだせなかったこと

を報告している。もっとも、Fujino et al. (2006)でレビューした論文の多くはその時代では主

流であったクロスセクションデータを利用した研究が多いのが特徴である。その後は、疫学

研究でも同一個人を追跡調査したコホートデータを利用した論文の蓄積が少しずつ進んで

いる。コホートデータを用いた研究のメタアナリシスを行った Virtanen et al. (2018) は、長

時間労働は抑うつ症状の発症リスクを有意に増加させ、特にアジア諸国でこの関連が強く

出ていることを報告している。しかしながら、これらの先行研究では労働時間の内生性の問

題を考慮したものは少なく、結果にはバイアスが含まれる可能性に留意する必要がある(van 

der Hulst 2003)。内生性に対処した研究としては Oshio et al. (2015)と Kuroda and Yamamoto 

(2016)の 2 つを挙げることができる。これらは日本の労働者のミクロデータに固定効果モデ

ルを適用し、個人の観測できない異質性や職場の状況をコントロールした上で長時間労働

とメンタルヘルスの悪化が有意に関連することを確認している。このように、レビューやメ

タアナリシス、観測不能な個人属性をコントロールした分析など複数の異なる手法を用い

た研究において長時間労働とメンタルヘルスの悪化の関連が確認されており、両者の関連

については一定程度のコンセンサスが得られていると言える。しかしながら、多くの研究で

は主観的な（労働者自身の自己申告による労働時間）データを用いており、内生性に対処し

た研究も数が少ない。これらの課題を踏まえて、次節で紹介する我々の研究では個人固定効

果のコントロールに加えて、客観的な勤怠データを用いて働き方とメンタルヘルスの関係

を検証している。 

 

(2) 深夜勤務とメンタルヘルス 

 Angerer et al. (2017)は、パネルデータを用いて深夜勤務とメンタルヘルスの関連を検証し
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た 11 本の論文についてレビューを行い、深夜勤務は抑うつのリスクを有意に高めるものの

そこまで強い関連ではないと結論づけている。しかし、Angerer et al. (2017)はまた、働き方

とメンタルヘルスの関係を分析する際には“healthy worker effect”に注意すべきであると指摘

する。これは、パネルデータでは心身の弱い人は過労による離職などでサンプルから脱落す

る傾向が高く、深夜労働を行っても健康を害さない労働者のみがサンプルに残るために生

じるバイアスを指す。実際に、Thun et al. (2014)はノルウェーの約 600 人の看護師を対象に

行った 3 年間の追跡調査において、観測期間中に日勤から夜勤に変更した看護師と日勤を

継続した看護師を比較した結果、両者に抑うつや不安症状などで有意な差はなかった一方

で、夜勤から日勤に変更となった看護師のメンタルヘルスは改善傾向にあったことを報告

している。これらの結果から、同論文では日勤に変更せず、夜勤を継続しつづけることがで

きているのは頑健な労働者が多い可能性があり、深夜労働がメンタルヘルスに及ぼす影響

は過小推計されてしまっている可能性を示唆している。一方で、約 46,000 人のフィンラン

ド労働者を 8 年間追跡したデータを用いた Beltagy et al.(2018)は、日勤から夜勤に変更（ま

たは、夜勤から日勤に変更）した労働者は、日勤労働者と比較して統計的に有意にメンタル

ヘルス疾患の確率が高まることを報告しており、分析の間で一致した結論が得られていな

い。ただし、これらの先行研究も上述の長時間労働の分析と同様に個人の観測できない異質

性をコントロールしたものは少ないため、個人差を考慮した上で深夜勤務とメンタルヘル

スに有意な関連が見られるかどうかについては詳細に検証する必要がある。 

 

(3) 勤務間インターバルとメンタルヘルス 

 勤務間インターバル制度とメンタルヘルスの関係を分析した実証研究は現時点では多く

はない。数少ない研究の中でも分析対象としてシフト制で働くことが多い医療従事者を対

象とした分析が多く、日勤者を対象とした研究の蓄積が望まれる(高橋 2017)。Vedaa et al. 

(2016)は看護師や医師、工場勤務者を対象とした 7 本の論文のレビューを行った結果、勤務

間インターバルの短さとメンタルヘルスには有意な関連が見られないことを報告している。

日勤者のメンタルヘルスを対象とした研究としては Tsuchiya et al. (2017)がある。Tsuchiya et 

al. (2017)では IT 企業の日勤者 1811 名を対象に質問紙調査を行い、インターバルが 12 時間

未満からメンタルヘルス不調の割合が増え、インターバルが短くなると共に悪化する傾向

を見出している。しかし、年齢、性別、週労働時間、育児、介護、仕事の量的負担、上司・

同僚からのサポートをコントロールした場合にはこれらの関係は消失した。個人属性や仕

事環境をコントロールした上で、インターバルの変化がメンタルヘルスにどのような影響

を及ぼすのかについて、引き続き検証が必要であると言える。また、メンタルヘルスを直接

調べた研究ではないが、日本の労働者のデータを対象に心の健康に関連する指標を調べた

分析として、Ikeda et al. (2017)、島貫・佐藤(2017)、永井・石井(2017)、久保ら(2018)がある。

これらの研究では勤務間インターバルと、疲労、ワーク・ライフ・バランスや、健康状態と
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の間に有意な関連があることを報告している 4。以上のように勤務間インターバルとメンタ

ルヘルスの関係については結果が混在しており、特に日勤者に関して検証が進んでいない。

個人の観測不能な異質性や仕事の特徴をコントロールした上で、日々の休息時間がメンタ

ルヘルスの状況とどのように関連するのか、日勤者も含めて検証する必要があるだろう。 

 

(4) 週末労働とメンタルヘルス 

  最後に、週末勤務に関するエビデンスを整理する。2 節では、週末の休息は心身の疲労

の回復だけでなく、自己実現や社会活動に従事することでストレスの逓減につながること

を指摘した。また、週末労働には大まかに分けて、①休日を返上して 1 週間休みなしで働く

場合と、②平日に休みを取って週末に働く場合の２つのケースが想定されることを指摘し

た。実証研究においても分析対象となるサンプルの職種や、調査設計、分析手法によって、

上記の 2 つのケースに分類することができる。まず、①に該当する研究として、Pencavel 

(2015)、及び Lee et al. (2015)がある。両研究ともに推定では週の労働時間をコントロールし

ており、週労働時間数を一定とした上で、平日のみに労働を行う場合と週末も含めて働く場

合の効果を比較している。Pencavel (2015)は 1930 年代のイギリスの軍需工場の週平均の労

働時間データを用いて、休息日がないことが週の労働生産性にどのような影響を与えるの

かを検証した。その結果、週労働時間を一定とした場合、労働者が日曜日に休まずに 7 日間

連続で勤務を行うと、限界生産性が約 10％低下することが明らかになった。Lee et al. (2015)

は、韓国の労働者の公的データを用いて検証を行い、個人や仕事の特性をコントロールした

上で、週労働時間を一定とした場合に、週末労働は抑うつ指標の値を有意に高めることを報

告している。②に該当する実証研究では、シフト制で働く医療従事者を分析対象としたもの

が多い。Tucker et al. (2015)は、スウェーデンの医師 799 名に対するアンケート調査を行い、

年齢、性別、職階、専門分野をコントロールした上で週末勤務の頻度とストレスやバーンア

ウト、疲労との関連を検証したが、有意な関連は確認できなかった。一方、イギリスの医師

336 名にアンケート調査を行った Tucker et al. (2010)では、土日勤務が多いほど有意に心理的

                                                   
4 Ikeda et al. (2017)は IT 企業の日勤労働者 54 名を対象に約一か月間の観察期間を取り、勤務間

インターバル時間の長さ、血圧、疲労の関係を調べた。その結果、勤務間インターバルが 13 時

間未満の群では、それ以外の群と比較して有意に疲労感が高い傾向にあった。島貫・佐藤(2017)
では、正社員を対象とした調査で、最近 6 か月の平均的なインターバル 11 時間未満の回数を尋

ね、労働時間、土日勤務の頻度、個人属性をコントロールしても、インターバルが確保されない

頻度とワーク・ライフ・バランスの不調和の間に有意な正の相関を見出している。永井・石井

(2017)は、平成 23 年社会生活基本調査のミクロデータを用いて分析を行い、勤務間インターバ

ルが 11 時間未満になると健康状態が「良くない」と回答する者の割合が上昇することを示した。

久保ら(2018)は独自のアプリと腕時計型睡眠計を使って、日勤者と交代勤務者を対象に勤務間イ

ンターバル、疲労感、血圧、睡眠時間等を測定した。日勤者については、勤務間インターバルが

長いほど疲労が残っておらず、勤務時間外の仕事との心理的距離が取れていることがわかった。

また交代勤務者については、勤務間インターバルが 11 時間程度シフトの組合せで働く人々にお

いて睡眠時間が短く，疲労を反映する PVT 反応時間が長いことがわかった 
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緊張が高くなることを報告している 5。平日の休みと週末の休みで休息としての質に差があ

るかを検証した興味深い研究として Drach-Zahavy and Marzuq (2012)がある。同論文では 400

人の看護師を対象に休日前、休日中、休日後の 3 時点でアンケート調査を行い、土日を休日

とする群と平日 2 日間を休日とする群について、休日後の感情の状態を比較した。その結

果、平日休暇の後よりも週末休暇の後の方が有意に感情の疲弊が減少し、活力が高いことが

わかった。以上より、①に該当する研究からは、週労働時間を一定としても、休息日がない

場合は労働者の精神的な負担が大きいことが示唆される。また、②に該当する研究からは、

シフト勤務の場合でも週末に働くことは平日に働くよりも精神的な負担が大きい可能性が

あり、多くの人々が休む週末に休息を取ることの重要性が示唆される。しかしながら、週末

労働とメンタルヘルスの関係を検証した実証研究は少なく、上記で紹介した研究にも前述

の“healthy worker effect”が介在していると考えられる。週末勤務とメンタルヘルスの関係に

ついても、脱落の少ないパネルデータを用いて観測不能な個人の異質性や職場の特徴など

の交絡変数を考慮した上で検証することが必要である。 

 

(5) まとめ 

 以上、2 節、3 節と併せて、働き方、及び、休息の取り方と労働者のメンタルヘルスの関

係についてこれまでに明らかになっていることを確認したが、先行研究に共通する課題は

以下の 4 点に集約できる。 

 1 点目は、観測不能な個人属性に対処した研究が少ないことである。パネルデータ（コホ

ートデータ）を用いた研究は増加しつつあるが、固定効果をコントロールした分析は少ない

ため、得られた結果には観測不能な個人属性によるバイアスが存在する可能性がある。2 点

目は労働時間データの正確性についてである。ほとんどの先行研究では回答者による自己

報告式の労働時間情報を分析に用いており、回答者の主観（記憶違いや誤記入）が混入して

いる可能性がある。Imai et al. (2016)は、日毎の労働時間について自己報告式の数値と企業に

よる記録との相関係数は 0.74 程度であると報告している。勤務間インターバルのような、

日毎の勤怠時間の正確な把握が求められる検証を行う際には、この誤差は無視できないと

言える。3 点目はサンプルセレクションの問題である。3 節(2)で言及した“healthy worker effect”

は、深夜労働を行っても健康を害さない人だけがコホートに残りやすく、心身の弱い人は離

職や休職などでサンプルから脱落するという、パネルデータにおけるサンプルセレクショ

ンの問題である。また、離職や休職に至らない場合であっても、頑健な人ほど深夜勤務の多

い多忙な職場や勤務体制を希望し、逆に心身の弱い人は残業の少ない職場や勤務体制を希

望するといった、職務の割り当てにおけるセレクションが生じる可能性もある。この場合、

                                                   
5 週末労働のメンタルヘルスに対する影響を検証したものではないが、Karhula (2017) はフィン

ランドの病院勤務者（医師を除く）でシフト勤務者を含む 8,931 名のデータを用いて、年齢、性

別、学歴、婚姻情報、子どもの数、生活上のストレスをコントロールした上で、週末労働がワー

ク・ライフ・コンフリクトと関連することを見出している。 
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パネルデータからの脱落は起きないが、観測不能な個人の心身の頑健さによって働き方の

選択が変わることから、広い意味で healthy worker effect が働いていると言える。4 点目は、

複数の働き方を比較した包括的な検証が少ないことである。先行研究は個別の働き方とメ

ンタルヘルスの関係に注目したものがほとんどである。しかし、労働政策や人事管理の実務

にとって重要なことは、どのような働き方が労働者の健康を毀損するリスクを少なくでき

るのかという点にある。これに対して知見を提供するためには、複数の指標を比較した上で

各指標の相対的な影響度を検討する必要がある。 

 以上を踏まえ、次節では、労働時間・時間帯・休日勤務の有無など、労働者の働き方を客

観的に把握できる勤怠データを利用し、メンタルヘルスとの関係を検証したSato, Kuroda and 

Owan(2020)を紹介する。同論文の特徴を以下に示す。第 1 に、日本企業の人事データを用い

た分析を行うことで、上記で指摘した推定バイアスに可能な限り対処している点である。サ

ンプル企業は日本の大手一部上場企業であり、離職者が非常に少ないためサンプルの脱落

の影響が少ない 6。また、客観的な勤怠情報を用いて働き方の指標を作成しているため、労

働時間の計測誤差によるバイアスも少ない。使用するデータはパネル構造であるため、個人

固定効果モデルを適用することにより、観測不能な個人属性を考慮した上で働き方とメン

タルヘルスの関係を検証できる。第 2 に、①残業時間、②深夜勤務時間、③短い勤務間イン

ターバルの頻度、④週末勤務の頻度、という４つの指標を同時に分析し、メンタルヘルスの

影響の大きさを比較している点である。これにより、労働者のメンタルヘルスを悪化させな

いためには、平日と週末に残業をさせるのであればどちらがよいのか、勤務間インターバル

による日毎の休息と週末の休息の確保はどちらを優先すべきか、といった、負荷の少ない働

き方について知見を提供できる。次節では、我々の研究の詳細について、データ、方法、結

論、考察の概要を述べる。 

 

 

4. 日本企業の人事データを用いた働き方・休み方とメンタルヘルスの関連の検証 

  
(1) データの概要 

 本研究で用いるデータは日本の大手製造業企業（仮名として C-Dur Corporation と呼ぶ）

から提供された人事データである。C-Dur Corporation は 1940 年代に創業され、関連会社を

含めて 1 万人以上の雇用を擁する大企業である。提供されたデータに含まれる主な情報は、

1)労働者の日次の勤怠記録、 2)従業員満足度調査の回答結果、 3)従業員の属性情報（年齢、

勤続年数、性別、学歴など）、 4)給与やボーナスなどの情報、 5)所属部署、異動や昇進の履

歴、である。ブルーカラー労働者の勤怠データはタイムカードの記録に基づいている。ホワ

                                                   
6 パネルデータのサンプル脱落が少ないことは、心身の弱い人が離職や休職によりサンプルから

脱落する問題を回避できるが、職務割り当てや働き方に関するサンプルセレクションの問題は

残ることとなる。この問題については 4 節(5)でも言及している。 
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イトカラー労働者は自己申告による勤怠記録であるが、同社は PC のシャットダウン時間も

記録しており、自己申告による勤怠記録と乖離がある場合は人事部による介入がある。その

ため、ホワイトカラー労働者の勤怠時間も正確性が担保されていると考える。分析には勤怠

記録がデータ化されている 2015 年と 2016 年の 2 年分のデータを使用している。 

 使用する主な変数について説明する。まず、労働者のメンタルヘルスの程度を表す指標と

して、従業員満足度調査に含まれる自身のメンタルヘルスについて尋ねる質問への回答を

使用した。この質問への回答の選択肢は、「１．健康」、「２．やや負担を感じる」、「３．ひ

どく負担を感じる」、「４．医師に相談中である」の 4 つであり、分析ではメンタルヘルスの

程度を表すカテゴリー変数として扱う。従業員満足度調査は 100%に近い（ホワイトカラー

では約 98%、ブルーカラーでは約 94%）回答率であり、脱落による影響は少ないと考える。 

 次に働き方の指標について説明する。先に述べたように、本研究では働き方について 4 つ

の指標（①残業時間、②深夜勤務時間、③短い勤務間インターバルの頻度、④週末勤務の頻

度）を取り上げている。以下、順を追って各指標の定義について説明する。①残業時間につ

いて、C-Dur Corporation の標準労働時間は 7 時間 55 分のため、それを超える時間を残業時

間として定義する 7。②深夜勤務時間の定義は、24 時以降から終業時刻までとしている。法

律上、深夜勤務となる時間は 22 時以降であるが、健康への影響を調べることが目的である

ため 24 時以降の労働時間を採用した。③短い勤務間インターバルの頻度については、EU 労

働指令にならい、勤務間インターバルが 11 時間未満の回数として定義する。C-Dur 

Corporation ではデータ観測期間において勤務間インターバル制度は導入されていない。④

週末勤務の頻度は土曜日または日曜日に働いた回数を示す。以上の 4 つの変数について、2

か月間の計測期間を設けて計測を行った。具体的には、従業員満足度調査は毎年 9 月 20 日

～25 日の間に実施されるため、9 月 20 日を終点としてそれ以前の 2 か月間の中での累積値

を使用している。 

 

(2) サンプルと基本統計量 

 分析対象サンプルは本社所属の正規の非管理職従業員である。また、従業員満足度調査の

メンタルヘルスに関する質問で「4.医師に相談中である」を回答した従業員は分析から除外

した。これは、メンタルヘルスの問題で通院する従業員については直属の上司や人事もその

状況を把握可能であり、当該企業ではそうした従業員については短時間の勤務や負荷の軽

い仕事を割り当てる運用を行うケースが多いと考えられるためである。「4.医師に相談中で

ある」と回答した従業員は 2015、2016 年でそれぞれ全体の 1.8%及び 1.5%と比率は非常に

低く、また、2 年間で比率に大きな変動はないため、除外することによる影響は少ないと考

えられる。 

 本研究ではホワイトカラーとブルーカラーの労働者に分けて分析を行う。ブルーカラー

                                                   
7 なお、ブルーカラーの場合はシフト勤務で週末に出勤した場合は、勤務日に当たるため、所

定内を引いた時間を週末残業時間としてカウントしている。 
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労働者は原則として工場に勤務し、3 交代シフト制で働くため、シフトに組み込まれれば深

夜や土日にも勤務を行う。ホワイトカラー労働者は日勤者のオフィスワーカーとして働い

ており、原則として土日は休日であり、深夜に働くことも少ない。両者は仕事内容や働くス

ケジュールが根本的に異なるため分けて分析することとした。最終的なサンプルはホワイ

トカラー労働者が 1334 名、ブルーカラー労働者が 786 名である。 

 ホワイトカラー労働者、ブルーカラー労働者の基本統計量を表 1 に示す。両グループ共

に平均してメンタルヘルスの値は１から２の間となっており、「健康」と「やや負担を感じ

る」の中間状況にあることがわかる。平均的な残業時間はブルーカラー労働者の方がホワイ

トカラー労働者よりやや長い。深夜勤務時間の 2 か月間の平均値は、ブルーカラー労働者が

30.560 時間と、ホワイトカラー労働者の 4.930 時間よりかなり大きな値を示しており、シフ

ト制で働くブルーカラー労働者では深夜勤務を経験する者が多いことがわかる。 

 

(3) 推定モデル 

①線形確率固定効果モデル(Linear probability with fixed-effect model) 

働き方の 4 つの指標と労働者のメンタルヘルスとの関連を検証するため、線形確率固定

効果モデルを用いた推定を行う。推定式は下記の通りである。 

 

𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖 = β’𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖 + γk𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊 𝑆𝑆𝑆𝑆ℎ𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑘𝑘𝑖𝑖𝑖𝑖 + α𝑖𝑖 + u𝑖𝑖𝑖𝑖                    (1) 
 

𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖はメンタルヘルスのダミー変数を表す。これは t 期の従業員満足度調査で自身のメンタル

ヘルスの状態について、「１．健康」と回答した場合は 0 を、「２．やや負担を感じる」、ま

たは「３．ひどく負担を感じる」と回答した場合は１を取る変数である。𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊 𝑆𝑆𝑆𝑆ℎ𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑘𝑘𝑖𝑖𝑖𝑖
は、労働者 i の t 期の働き方の指標 k の値を表す。具体的には、労働者 i の t 期の 2 か月間

の累積残業時間、累積深夜勤務時間、インターバルが 11 時間未満の回数、土日勤務の回数、

が含まれる。𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖に含まれるのは、年齢、年齢の 2 乗、賃金率、営業ダミー、労働日数、出張

日数、年ダミーである。α𝑖𝑖は観測不能な個人属性を、u𝑖𝑖𝑖𝑖は誤差項を表す。 

 

②潜在変数モデル(Latent variable model) 

 線形確率固定効果モデルでは従属変数にメンタルヘルスのダミー変数を用いているが、

元々のメンタルヘルスの指標は 3 段階（従業員満足度調査では 4 段階から回答を選択する

が、「４．医師に相談中である」を選択したサンプルは除外したため、推定に使用するサン

プルでは 3 段階となっている）であるため、頑健性の確認のために順序型のカテゴリー変数

を従属変数とする潜在変数モデルによる推定を行う。具体的な式は下記の通りである。 

 

𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖∗ = β’𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖 + γk𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊 𝑆𝑆𝑆𝑆ℎ𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑘𝑘𝑖𝑖𝑖𝑖 + α𝑖𝑖 + u𝑖𝑖𝑖𝑖             



12 
 

𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖 = j     if   𝜇𝜇𝑗𝑗 < 𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖∗ ≤ 𝜇𝜇𝑗𝑗+1     j ∈ {1,2,3}           (2) 

 

𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖∗は潜在変数を表し、𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖は労働者 i の t 期のメンタルヘルスの 3 段階の程度を表す。その他

の変数は①の線形確率固定効果モデルと同一である。上記のモデルを Blow-up and Cluster 

(BUC) model を用いて推定する。これは Baetshmann et al. (2015)によって提示されたモデル

であり、順序付きカテゴリー変数を従属変数とするモデルを固定効果ロジットモデルに変

換して推定する。（2）式を個人固定効果ダミーを含んだ順序ロジットモデルで推定すると不

随パラメタ問題(incidental parameter problem)が生じることが知られている(Lancaster 2000)。

これは、固定効果であるα𝑖𝑖の推定には限られた T 期間の観測値しか利用できないために、観

測期間が短いとα𝑖𝑖の一致推定が得られないという問題である。この問題を解決するために、

BUC モデルは順序付きのカテゴリー従属変数を 2 値変数に変換した上で、CML(条件付き最

尤法)推定量を用いた推定を行う。得られた推定値は一致性を持つことが示されている 8。 

 

(4) 推定結果 

 表 2、及び表 3 に、線形固定効果モデルのホワイトカラー労働者とブルーカラー労働者

の推定結果を示す。はじめに表中の 7 つのモデルについて説明を行う。Model1 から Model4

では、4 つの働き方指標の変数（①残業時間、②深夜勤務時間、③短い勤務間インターバル

の頻度、④週末勤務の頻度）を１つずつモデルに含め、Model5 では 4 指標全てを同時にモ

デルに含めている。Model6 は、平日と土日の残業がメンタルヘルスに与える影響の違いを

検証するために、残業時間を平日残業時間と土日の残業時間に分解して説明変数として含

め、Model7 ではこれらに加えて深夜勤務時間と短い勤務間インターバルの頻度を含めてい

る。 

 表 2 のホワイトカラーの結果から確認する。まず、残業時間の係数は Model1 及び Model5

で有意な正の値を示している。土日勤務回数の係数も Model4 及び Model5 において有意な

正の値を示している。これらの結果より、個人の観測不能な属性を考慮しても、残業時間の

多さ、及び土日出勤回数の多さと、ホワイトカラー労働者のメンタルヘルスの悪化が有意に

関連していることがわかる。Model6 及び Model7 では、平日残業時間と週末残業時間はどち

らの係数も有意な正の値を示している。しかし、その大きさを比較すると Model6 では平日

残業時間の係数は 0.0015 であるのに対して、週末残業時間の係数は 0.0032 となっており、

後者は前者と比べて2倍近い大きさになっている（Model7で比較すると1.5倍近く大きい）。

両者の影響の違いを比較するために、残業時間が１標準偏差（35.2 時間）増えた場合のメン

タルヘルスが悪化する確率を計算すると、平日残業時間では 7.4%、週末残業時間では 11.6%、

それぞれ、メンタルヘルスが悪化する確率が増加する。以上より、平日、週末における残業

                                                   
8 Riedl and Geishecker (2014)はモンテカルロシュミレーションをおこなった結果、BUC 推定値は

線形モデル及び非線形モデルの推定値の中で、一致性と効率性において最も優れていたことを

報告している。 
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は、ともにメンタルヘルスを悪化させうるが、その程度は特に週末において大きいといえる。

勤務間インターバルの係数が有意でないことも併せて考えると、週末にまとまった休息を

取ることは、日々の休息を確保することよりもホワイトカラー労働者のメンタルヘルスに

とっては重要であることが示唆される。また、本論文に推定結果は掲載していないが、婚姻

状況別にサブサンプルに分けて推定を行ったところ、週末勤務がメンタルヘルスに与える

負の影響は特に既婚者で見られ、独身者には見られなかった。このことは、既婚者では土日

出勤によってワークライフバランスが崩れ、ストレスを感じやすいことを示唆している可

能性がある 9。 

 次に、ブルーカラー労働者の推定結果について確認する。表 3 より、深夜労働時間の係

数は Model2 及び Model5、7 で有意な正の値を示している。深夜勤務時間が 1 標準偏差分

（38.6 時間）増加すると、ブルーカラー労働者のメンタルヘルスが悪化する確率は 6.6%増

加する。この値からブルーカラー労働者にとって、深夜業がメンタルヘルスに与える影響は

無視できない程度に大きいことがわかる。また、ブルーカラー労働者では深夜労働時間以外

の 3 つの働き方指標については、メンタルヘルスとの有意な関係は確認できなかった。 

 表 4 及び表 5 には、ホワイトカラー労働者とブルーカラー労働者の BUC モデルの推定

結果を示す。非線形モデルである BUC モデルは、計測期間で従属変数に変動のないサンプ

ルは推定に利用できないため、線形固定効果モデルと比べるとサンプルはおよそ 2/3 に減少

する。しかし、得られた結果は線形固定効果モデルと同じである。即ち、ホワイトカラー労

働者については残業時間と週末労働が有意にメンタルヘルスの悪化と関連し、ブルーカラ

ー労働者については深夜労働が有意にメンタルヘルスの悪化と関係している。以上の結果

は線形モデルで得られた結果の頑健性を示すものと考える。 

 

(5) 結果の考察 

 分析結果から得られた主要な結論は以下の 4 点に集約される。第 1 に、ホワイトカラー

労働者では、観測不能な個人属性を考慮しても残業時間とメンタルヘルスとの有意な関連

が確認された。これは先行研究と整合的な結果であり(Kuroda and Yamamoto 2016, Virtanen et 

al. 2011, 2012 and 2018)、客観性の高い労働時間データを使用した場合でも長時間労働とメ

ンタルヘルスの間に有意な関連が確認できたことは意義があると言える。 

 第二に、本研究ではホワイトカラー労働者について観測不能な個人属性や労働時間の総

量、労働日数をコントロールしても週末勤務はメンタルヘルスを毀損させる可能性が示唆

された。2、3 節で確認したように、平日に休息を取れたとしても、週末の労働は労働者か

ら心身の休息時間を奪うだけでなく、仕事から離れた自己実現や、家族や地域コミュニティ

と過ごす時間を奪うなど、社会生活にも影響が大きいと考えられる。なお、本稿の推計では

                                                   
9 一方で、 ブルーカラーを対象とした婚姻状況別の分析では、 週末勤務がメンタルヘルスに

与える負の影響が独身者で見られた。地方の工場労働者は大家族が多く、既婚者が土日出勤し

てもＷＬＢにはあまり影響しないということかもしれない。 



14 
 

労働日数をコントロールしているため、2 か月の計測期間内における勤務した日数は同じと

いう条件の下で、週末勤務した人としなかった人との間のメンタルヘルスの違いを観察し

ていることになる。労働日数を一定にしているということは、週末勤務の前後に代休を取得

して別日に休息をとることができていると解釈ともできるため、本来であれば休むはずだ

った週末に出勤しなければならないという社会的側面の影響が大きいと考えることもでき

る。ただし、後日、代休を取得できてトータルでは休日数を確保できていたとしても、6 日

ないし 7 日以上の連続勤務を行ったことによる疲れがメンタルヘルスの毀損につながって

いる可能性も排除できない。3 節で参照したように、Tucker et al. (2010, 2015)や Karhula (2017)

では週末労働とストレスやバーンアウト、ワーク・ライフ・コンフリクトとの関連が確認さ

れているが、週末労働が労働者のメンタルヘルスにどのような影響を与えるのかについて

は現時点で実証研究の蓄積はまだ十分ではない。どの程度の日数の連続勤務がメンタルヘ

ルスに悪影響を及ぼすかはさらに研究を重ねていく必要がある。 

 第三に、ブルーカラー労働者にのみ深夜労働とメンタルヘルスとの有意な関連が見られ

た。ホワイトカラー労働者にはこのような関係が見られなかったが、両者の結果の相違に対

する解釈については後述する。 

 第四に、短い勤務間インターバルの頻度はホワイトカラー労働者、ブルーカラー労働者共

に、メンタルヘルスとの関連を確認できなかった。この結果は、週末労働とメンタルヘルス

との有意な関連が見られたホワイトカラー労働者に関しては、日毎の休息よりも週末のま

とまった休息の方がメンタルヘルスには重要であることを示している。同じくホワイトカ

ラー労働者の分析結果からは、同じ 1 時間の残業でも、週末に残業を行う場合と平日に行う

場合を比較した場合は、前者は後者の 1.5 倍から 2 倍程度、メンタルヘルスが悪化する確率

を上昇させることが確認されている。このことからも、労働者のメンタルヘルスを守るため

には残業時間の総量をコントロールするだけではなく、週末の相対的に長い休息時間を確

保することの重要性を示していると考えられる。 

 上述の通り、今回の分析では働き方・休み方とメンタルヘルスとの関係にホワイトカラー

労働者とブルーカラー労働者による違いが見られた。なぜこのような違いが生じるのか関

しては以下の可能性が考えられる。 

 まず 1 点目は両労働者のワークスタイルの違いである。4 節（2）でも言及したように、

ブルーカラー労働者はシフト制勤務のため深夜勤や土日の勤務も発生するが、ホワイトカ

ラー労働者は原則として日勤者であり、通常、土日は休日である。従って、行動経済学のプ

ロスペクト理論の観点から見ると、ホワイトカラー労働者は週末に働くことを前提として

いないため、週末労働により不効用を感じるかどうかの閾値となる週末の労働時間（参照点）

がブルーカラー労働者よりも低く設定されており、週末に働くことの損失をより強く感じ

やすいと解釈できる。 

 2 点目は両労働者のセレクションの違いである。4-2 で両労働者の基本統計量を比較した

際にも確認したように、シフト制のブルーカラー労働者ではホワイトカラー労働者と比べ
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ると深夜勤務を行う者が多い。ホワイトカラーで深夜勤務を行う者は、工場に配属された開

発技術者やマーケティング部門の担当者など、多忙な部署や不規則なスケジュールで働く

限られた人々であると考えられる。社内の激務な仕事にはもともと頑健な人が配置される

可能性が高く、ホワイトカラー労働者については “healthy worker effect”によるセレクション

が影響したため、深夜勤務とメンタルヘルスとの関連が見られなかった可能性がある 10。 

 

 

5.働き方改革への示唆 

 本節では、前節の分析結果に対応させるかたちで、働き方改革関連法の規制について簡単

に整理することとしたい。 

 

(1) 時間外労働の罰則付き上限規制 

 前節で紹介した分析結果からは、ホワイトカラー労働者については、観測不能な個人属性

を考慮しても残業時間の長さとメンタルヘルスに有意な関連が見られた。Kuroda and 

Yamamoto (2016)も、日本人労働者のパネルデータを利用して観測不能な個人属性をコント

ロールした上で労働時間が長くなるとメンタルヘルスが悪化しやすいことを示している。

長時間労働とメンタルヘルスの関係には当然ながら個人差があることが予想されるが、個

人要因を除外した上でも、平均的には長時間労働が労働者のメンタルヘルスに悪影響を与

えるというエビデンスは、メンタルヘルス問題について組織が対応することの必要性を示

唆する(黒田・山本 2017)。働き方改革関連法における残業時間の上限規制によって過剰な

残業時間が抑制され、長時間労働が改善されるならば、労働者の平均的なメンタルヘルスが

改善する可能性が高い。 

 
(2） 職種によるストレスとメンタルヘルスの関係の違い 

 2019 年 4 月に導入された（中小企業では 2020 年 4 月から）所定外労働時間の上限規制で

は、時間外労働の上限は月 45 時間・年 360 時間と定められたが、臨時的な特別の事情があ

る場合は年 720 時間以内（時間外労働＋休日労働は月 100 時間未満、2～6 か月平均で月 80

時間以内）に収まればよく、新製品・新商品等の研究開発業務は適用除外、建設業や輸送業、

医師は限度時間を適用に 5 年間の猶予措置が設けられている。このように、残業時間規制に

は様々な例外規定が設けられており、上限の範囲内で労使による協議によって実際の労働

時間が決められる仕組となっている。現行法が他の先進諸国に比べて相対的に高い上限を

設定し、それを下回れば業種や職種の事情に応じて労使の協議の下で残業時間を自由に設

                                                   
10C-Dur Corporation では深夜業の割増賃金は、ホワイトカラー、ブルーカラー共に 30%で支給

されており、法定より高い割増率となっている。また、工場勤務者には別途、深夜勤務手当が

支給されている。工場勤務者の多いブルーカラーの方が深夜勤務に対する手当が厚いにも関わ

らず、深夜勤務とメンタルヘルスの関連が確認されたという事実は興味深い。  
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定できる仕組みになっていることに対しては、批判の声もある（和田 2017）。ただし、業種

や職種によって労働の固定費が異なることや労働者の選好の差異もあることを考えると、

現行法のようにある程度フレキシブルな枠組みのほうが経済合理性があるという主張もあ

る（山本 2019）。他方、最適な労働時間は業種や職種に差があるとしても、労働安全衛生上、

疾病を避けるために必要な上限設定になっているかという疑問は確かに残る。この点、本研

究では同じ企業で働く従業員であっても、ホワイトカラーとブルーカラーという職種の違

いによって、働き方がメンタルヘルスに及ぼす影響が異なる可能性が示唆された。このこと

は、職種間で働き方から発生する不効用が異なることを意味しており、全ての職種や業種に

対して過度に低い一律の労働時間規制を設けることについてはやはり留意が必要であるこ

とを示すものと考えられる。働き方改革関連法は施行 5 年後を目途に見直しや再検討を行

うことが予定されている。今後はより幅広い業種や職種ごとに望ましい働き方について検

証を積み重ねていく必要があるといえる。 

 
(3) 休息の取り方とメンタルヘルスの関係について 

 2019 年施行の働き方改革関連法では、EU 労働指令のようにインターバルの明示的な下限

時間は盛り込まれなかったものの、事業主の努力義務として勤務間インターバル制度の導

入が推奨されている。本研究では休息の取り方とメンタルヘルスの関連について、ホワイト

カラー労働者、ブルーカラー労働者共に短いインターバル時間の頻度とメンタルヘルスと

の間には統計的に有意な関連は確認できず、ホワイトカラー労働者にのみ、土日勤務とメン

タルヘルスの強い関連が確認された。ただし、勤務間インターバルとメンタルヘルスの関連

については、特に日勤労働者に関しては国内外ともにまだ研究の蓄積が十分ではない。日本

の労働者を対象にした自己申告の情報に基づいた先行研究では、勤務間インターバルは主

観的なワーク・ライフ・バランスや疲労感、睡眠時間の少なさとの有意な関連があると報告

しているものもある（永井・石井 2017, 島貫・佐藤 2017, 久保ら 2018）。勤務間インター

バルの短さによる疲労の蓄積がどの程度続くとメンタルヘルスに影響するかについて、人

事データなど客観的な日々の勤怠記録を利用した分析を蓄積していくことは今度の課題で

ある。また、2020 年 3 月以降、新型コロナウイルス問題の影響で多くの企業で在宅勤務の

取り組みが進んだが、リモートワークでは仕事と生活の境界が曖昧になりやすいとの指摘

もあり、労働者の休息を確保することの重要性が益々高まっている。長時間労働の是正だけ

でなく、日単位、あるいは週単位でどの程度の休息時間を確保することが労働者の健康にと

って重要なのか、更なる分析が必要であろう。 

 
(4) 深夜勤務について 

 本研究では、ブルーカラー労働者について深夜勤務の頻度とメンタルヘルスとの間には

統計的に有意な負の関連が見られ、先行研究と整合的な結果となった(Angerer et al. 2017)。

現行法では深夜勤務に関しては、管理監督者も含めた割増賃金の支給や、育児や家族の介護
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をする労働者への配慮以外は特別な規定が設けられておらず、休憩時間も日勤と変わらな

い規定となっている。しかし、深夜勤務は昼間に働くよりも労働者に大きな負荷がかかる可

能性があるため、深夜勤務の多い労働者には特別に健康確保措置を講じるなどの対策を検

討することも重要といえる。今後、高齢化が加速する中で、医療や介護従事者は日本社会に

とって一層重要となってくる。また、物流量が爆発的に増大する中、トラック運転手などの

夜間の運転業務なども高い需要がある。労働政策研究・研修機構が 2006 年に行った労働者

を対象とした調査では、抑うつ得点が高い者の割合が多い業種には、男女共に「医療・福祉」

「サービス業」が含まれていた(労働政策研究・研修機構, 2006)。こうした夜間の業務に従事

する労働者の働き方と健康との関係についても分析の蓄積が重要である。 

 
6. おわりに 

 本稿では、働き方・休み方と労働者のメンタルヘルスの関係について先行研究を整理した

上で、1 社の日本企業の人事データに含まれる客観的な勤怠記録を利用した分析を紹介した。

そして、2019 年 4 月から導入された働き方改革関連法の中の過重労働規制について、労働

者のメンタルヘルスとの関連について示唆を呈示した。 

 人事データの分析より、観測不能な個人属性を考慮しても残業時間とメンタルヘルスの

悪化に有意な関連が見られたことから、働き方改革関連法による残業時間の上限規制によ

って長時間労働が抑制された場合には、労働者の平均的なメンタルヘルスが改善する可能

性を指摘した。また、分析結果から職種間の働き方の違いによって働き方とストレスの関係

も異なる可能性が示唆されたことにより、適切な労働時間の水準は個々の企業・職場におい

て、職種や普段の働き方等を考慮して検討していくのが望ましいと考える。今回の人事デー

タの分析からは、職種に関わらず勤務間インターバルとメンタルヘルスの関連が確認でき

なかった。しかし、これは研究対象企業において、メンタルヘルスに影響を与えるほど高頻

度に短い勤務間インターバルが起きていないだけなのかもしれない。先行研究からは睡眠

の確保が健康に重要であること、勤務間インターバルと疲労やワーク・ライフ・バランスと

の有意な関連が確認されていることから、メンタルヘルスへの影響についても引き続き検

証を積み重ねていく必要がある。勤務間インターバルに限らず、働き方とメンタルヘルスの

関係については労働時間の内生性バイアスに対処した実証研究はまだ少ない。本稿で紹介

した人事データの分析においても、時間によって変化する観測不能な要因はコントロール

されておらず、働き方についてのサンプルセレクションの問題も残されており、これらは今

後の課題である。また、2 節で紹介した JD-R モデルでも指摘されているように、仕事の資

源が存在することにより、どの程度仕事の負荷から生じるメンタルヘルスの毀損を緩和す

ることができるのかを人事データを用いて特定化していくことも今後開拓していく分野で

ある。働き方の因果効果を正確に推定し、労働者の心身の健康や生産性への影響を解明して

いくためには、人事データを利用した職種別・業種別の分析を蓄積していくことが必要であ

る。 
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図 1: 精神疾患の労災請求件数及び支給決定件数の推移 
 

 
データ）『過労死等の労災補償状況』（厚生労働省） 
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表 1 基本統計量 
 

 
 

 

備考）賃金率は年収を年間労働時間で除した一時間当たりの賃金。 

 
  

ホワイトカラー労働者
Variable Obs Mean SD Min Max
年齢 1334 37.013 9.245 23.000 59.000
勤続年数 1334 10.947 9.820 0.000 36.000
結婚 1334 0.642 0.480 0 1
女性 1334 0.319 0.466 0 1
メンタルヘルス 1334 1.470 0.616 1 3
メンタルヘルスダミー 1334 0.405 0.491 0 1
賃金率（円） 1334 2124.197 1013.025 1325.096 32196.520
営業ダミー 1334 0.314 0.464 0 1

働き方関連の変数（計測期間：2か月間）
総労働日数 1334 40.050 2.768 5.000 56.000
出張回数 1334 1.121 3.569 0.000 48.000
残業時間（合計） 1334 65.835 35.246 0.000 222.800
深夜労働時間 1334 4.930 18.116 0.000 136.250
インターバル11時間未満回数 1334 2.286 3.860 0.000 26.000
土日勤務回数 1334 2.495 3.088 0.000 15.000
残業時間（平日） 1334 57.793 30.459 0.000 194.090
残業時間（週末） 1334 7.042 11.544 0.000 107.500

ブルーカラー労働者
Variable Obs Mean SD Min Max
年齢 786 38.085 9.506 19.000 59.000
勤続年数 786 12.948 10.883 0.000 40.000
結婚 786 0.565 0.496 0 1
女性 786 0.280 0.449 0 1
メンタルヘルス 786 1.635 0.633 1 3
メンタルヘルスダミー 786 0.551 0.498 0 1
賃金率（円） 786 1787.273 424.336 1015.859 3832.522
営業ダミー

働き方関連の変数（計測期間：2か月間）
総労働日数 786 40.132 3.114 28.000 52
出張回数 786 0.196 1.483 0.000 22
残業時間（合計） 786 68.091 40.269 0.000 201.07
深夜労働時間 786 30.560 38.642 0.000 215.25
インターバル11時間未満回数 786 1.190 1.977 0.000 20
土日勤務回数 786 7.282 4.188 0.000 15
残業時間（平日） 786 51.487 29.185 0.000 172.91
残業時間（週末） 786 16.604 15.051 0.000 86.57
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表 2: 線形確率固定効果モデルの推定結果（ホワイトカラー労働者） 
 

 
備考）[  ] 内は頑健な標準誤差。*、**、***はそれぞれ 10, 5, 1%水準で統計的に有意であるこ

とを示している。 

 

 
  

計測期間: 2か月

従属変数：メンタルヘルスダミー

(0:「健康」 , 1:「やや負担を感じる」または「かなり負担を感じる」)
Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5 Model 6 Model 7

残業時間(合計) 0.0017*** 0.0019**
[0.0007] [0.0009]

深夜労働時間 0.0006 0.0000 0.0006
[0.0020] [0.0018] [0.0019]

インターバル11時間未満回数 0.0039 -0.0063 -0.0065
[0.0051] [0.0066] [0.0068]

週末勤務回数 0.0252*** 0.0209**
[0.0083] [0.0089]

残業時間(平日) 0.0015*** 0.0021**
[0.0007] [0.0010]

残業時間(週末) 0.0032** 0.0033**
[0.0016] [0.0016]

コントロール変数：

年齢、年齢2乗、労働日数、賃金率 Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
出張回数、営業ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
観測数 1334 1334 1334 1334 1334 1334 1334
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表 3: 線形確率固定効果モデルの推定結果（ブルーカラー労働者） 
 

 

備考）[  ] 内は頑健な標準誤差。*、**、***はそれぞれ 10, 5, 1%水準で統計的に有意であるこ

とを示している。 

  

計測期間: 2か月

従属変数：メンタルヘルスダミー

(0:「健康」 , 1:「やや負担を感じる」または「かなり負担を感じる」)
Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5 Model 6 Model 7

残業時間(合計) 0.0012 0.0014
[0.0009] [0.0011]

深夜労働時間 0.0016** 0.0017** 0.0017**
[0.0007] [0.0007] [0.0007]

インターバル11時間未満回数 0.0063 -0.0079 -0.0072
[0.0121] [0.0131] [0.0132]

週末勤務回数 0.0096 0.0068
[0.0065] [0.0067]

残業時間(平日) 0.0005 0.0010
[0.0011] [0.0012]

残業時間(週末) 0.0031 0.0033
[0.0020] [0.0020]

コントロール変数：

年齢、年齢2乗、労働日数、賃金率 Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
出張回数、営業ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
観測数 786 786 786 786 786 786 786
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表 4: BUC モデルの推定結果（ホワイトカラー労働者） 
 

 
備考）[  ] 内は頑健な標準誤差。*、**、***はそれぞれ 10, 5, 1%水準で統計的に有意であるこ

とを示している。 

 
  

計測期間: 2か月

従属変数：メンタルヘルス状況

(1:「健康」, 2:「やや負担を感じる」,3:「かなり負担を感じる」)
Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5 Model 6 Model 7

残業時間(合計) 0.0146** 0.0224**
[0.0065] [0.0094]

深夜労働時間 0.0077 0.0019 0.0088
[0.0113] [0.0077] [0.0109]

インターバル11時間未満回数 0.0258 -0.0828 -0.0751
[0.0390] [0.0607] [0.0596]

週末勤務回数 0.2443*** 0.2355***
[0.0824] [0.0812]

残業時間(平日) 0.0137*** 0.0217***
[0.0066] [0.0094]

残業時間(週末) 0.0367* 0.0354*
[0.0912] [0.0197]

コントロール変数：

年齢、年齢2乗、労働日数、賃金率 Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
出張回数、営業ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
Observation 418 418 418 418 418 418 418
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表 5: BUC モデルの推定結果（ブルーカラー労働者） 

 
備考）[  ] 内は頑健な標準誤差。*、**、***はそれぞれ 10, 5, 1%水準で統計的に有意であるこ

とを示している。 

 
 

計測期間: 2か月

従属変数：メンタルヘルス状況

(1:「健康」, 2:「やや負担を感じる」,3:「かなり負担を感じる」)
Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5 Model 6 Model 7

残業時間(合計) 0.0103 0.0119
[0.0083] [0.0113]

深夜労働時間 0.0142** 0.0134* 0.0135*
[0.0070] [0.0069] [0.0069]

インターバル11時間未満回数 0.0397 -0.0748 -0.0802
[0.0987] [0.1256] [0.1253]

週末勤務回数 0.0382 0.0018
[0.0491] [0.0531]

残業時間(平日) 0.0105 0.0134
[0.0099] [0.0123]

残業時間(週末) 0.0099 0.0099
[0.0152] [0.0157]

コントロール変数：

年齢、年齢2乗、労働日数、賃金率 Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
出張回数、営業ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
Observation 254 254 254 254 254 254 254
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